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サイバースベースと表現の自由

一表現内容規制をめぐるアメリカ法理論の検討を中心に一

学位論文内容の要旨

i）アメリカの未来学者Alvin Tofflerは、農業革命、産業革命に続く「第三の波」である「情報革命

の時代」がまもなく到来することを今から約20年前に予測したのであるが、現在の状況は彼が予測

した通りであるといえる。企業、学校のみならず家庭においてもコンピュータが広く普及し、サイバー

スペースに接続されるのがあたりまえになってきているのである。この現象は、かつてデー夕処理を

その主たる仕事としてきたコンピュータがコミュニケ―ションツールとしての側面を強く持つように

なってきていると評価することができるであろう。この現象を憲法のレンズを通してみると、サイバ―

スペースがきわめて民主的なメディアであり、様々な情報を誰もが低コストで送受信できる点が特に

注目される。「貧民の放送局」の言葉に代表されるように、現在では、わずかな資カと設備しかもた

ない―個人さえもが、世界中の不特定多数の人々に向けて自己を表現することができ、そして同時に、
受け手としても、新聞や放送に代表される従来のマスメディアには見られないような、多様な観点に

もとづく多彩な表現内容を入手することが可能となりつつあるのである。また、これまでの憲法理論

では、意見や思想を表現する手段が事実上マスメディアに独占されていることを前提としたうえで、

これを補完するものとしてデモ行進を含む集会の自由の民主主義的意義が強調されることが多かった

が、サイバースペースにおける表現活動がりアルスペースにおけるそれと比べても弊害が少なく（あ

るいはほとんどなく）、また広汎に伝達できることを考えるとサイバースペースが表現の自由に対し

て持つ意義は非常に大きいものであるようにも恩われる。

  しかしながら、その―方で、負の側面である、わいせつな表現、名誉毀損的表現、差別的表現など

の「問題のあるJ表現もサイバ―スペース上で流通していることもまた事実であり、現在、各国もそ
の対策に苦慮しているといえる。近年、わが国においてもサイバースペース上のこうした表現をめぐ

る法的紛争や裁判が生じるようになってきており、またこれに対して法的手当てをしようとする動き

も加速しつつあるが、これに対する（わが国の）学説側の対応はまだまだ不十分であるように恩われ、

アメリカにおける状況と比較すると極めて対照的であるといえる。このような状況において、高橋和

之教授（東京大学）は「（表現の自由論における）基底的メディアが出版から電子情報システムに移

るとすれぱ、新しい基底的メディアが自由なアクセスをどのような形でどの程度まで保障しうるのか、

そして、出版メディアをモデルに形成されてきた表現の自由の諸理論が新たなメディアの下でどこま

で通用しうるのかが問われざるを得なくなろう。しかも、その検討を電子情報システムが基底的メディ
アになってしまってから行うのでは遅すぎる」。「技術が将来のシステム設計図を模索しながら展開

しつっある今のうちから、模索の考慮要素として表現の自由の要請を組み込むことが必要なのである」

と、重要な指摘をされている。わが国でも、理論的検討を早急に行うことが求められているのである。

  この博士論文では、アメリカ、日本両国のサイバ―スベ―ス上の表現内容規制の現状を紹介・検討

することは当然であるが、アメリカのサイバースベースにおける表現内容規制とわが国のそれとを対

-9一



比させることにより、わが国が選択しようとしている規制手法の「特異性」を浮き彫りにする。その

上で、表現内容規制をめぐるアメリカ法理論がわが国の法理論に対してどのように「移植」可能であ

るのかを検討する。また、更に、この論文では、従来の議論が実定法を中心とする「法」を（事実上）

唯―の「規制要素」とする議論とは、切ルロを変えて、Lawrence Lessig  (Stanford Law School)が

示した、「コ―ド論」ともいうぺき議論を用いて、近い将来サイバースペース上で「法」と同様の

「規制可能性」を発揮すると解される「コード」を含めた形での表現内容規制論＾を検討する。

‖）博士論文の構成は次の通りである。この論文では、サイバ―スベ―ス上の表現の中でも、とりわ

け問題となっている、アダルトコンテンツを含む表現、名誉毀損的表現、差別的表現の3つに焦点を

あてての分析・検討がその中心となるが、まず、第1章では議論の前提として、それぞれの法理がり

アルスペースにおいて、どのように形成されてきたのかを見ていく。サイバースペ―スにあっても、

リアルスペース上の法理がその前提となっており、サイバースベ―ス上の表現法理との相違を明らか

に す る に あ っ ても 、 リ ア ル ス ペ ー ス 上 の 法 理 の 理 解 が 欠 か せ な い か ら であ る 。

  第2章からが、サイバースベース上の問題となり、ここでは、サイバ―スペ―ス原理論を扱う。こ

こでの原理論とは、地理的な国家や法域に区分されずに存在し、かつ分散型の特質を持つサイバース

ベースに対して、卜ップダウン型の制定法をそのままストレ一卜に適用できるのかどうか、もしそう

でなければどのようなオルタ―ナティブが考えられるのかという点をめぐって、法適用の前段階とし

て諭じられてきたものである。ここでは、セルフガバナンスを支持する議論としての第ー世代と、そ

の第ー世代への反発から生じた議論ともいうぺき、第二世代の2つにわけて議論を行なう。しかし、

ここでもっとも注目したいのは、第二世代に位置づけられる、Lessigの「コード鑰」であり、彼の議

論の内容、およびその評価を中心に検討を行なう。

  第3章では、これらの前提をふまえて、上の3つの領域に属する表現が、サイバースペース上にお

いて、どのように（アメリカの司法・立法において）対処されてきたのか、あるいはどのように対処

されようとしているのかを見る。

  そして、第4章では、その前半において、わが国の判例・立法等を検討し、後半で日米比較を行う。

ここでは、わが国の判例・立法等を見ることによって、日米間の相違を浮き彫りにし、「表現内容規

制論の再検討Jを行なうものである。

★ここでの議論を簡単に示すと次のようになる。Lessigの「コード諭」ないし「4つの規制要素

論」は、従来の議論が実定法を中心とする「法」を（事実上）唯―の「規制要素」として据えた

ものであったのとは異なり、「法」以外の、「（社会）規範」、値段やコストが問題となる「市

場」、そして「ア―キテクチャ」ないし「（アーキテクチャを構成する）コード」を「規制要素」

として含めた議論を展開するものであり、特に、「コ―ド」による「規制可能性」を強調してい

る点に議論の眼目がある。この点、Lessigは自覚的ではないが、「法」と「コ―ド」との関係

は「トレ－．ド・オフ」の関係であると考えることができるように思われる。「法」の必要性が

「コード」のカないし「規制可能性」の強さによって決定されるのは、「公的センサ―」として

の「コ―ドJがよりよく機能することにより（広い意味での）表現受領者の保護が可能となり、

それに応じて、（「法」のみを「規制要素」と捉えていた従来型の）規制根拠自体が消滅ないし
弱められ、それにより「法」が「規制要素」として出てくる必要がないこととなるからである。

もちろん、この論文は、サイバースペ―ス上の表現に対して―様に「法」の機能が「オフ」にな

ることを主張するものではない。各表現領域において、規制根拠が異なり、また「コ―ド」のカ

ないし「規制可能性」についても各領域において異なるものであるからである。この論文では、

各表現領域それぞれについて検討を行い、更に、「コード」が「公的センサ-lとして機能する

場合と「私的センサ―」として機能する場合の2つに分けて議論を行なっている。
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学位論文審査の要旨

学 位 論 文 題 名

サイノヾースベースと表現の自由

ー表現内容規制をめぐるアメリカ法理論の検討を中心にー

論文の要旨）

  本論文は、サイバースペースの表現，の中でも特に問題となっている、アダルトコンテンツを含む表現、名誉

毀損的表現、趨BI亅白蝋覡の3つの表現内容規制に焦点をあてて日米の判例学説を分析・検討するものである。

  第1章では、関連ナるりアルスペースの憲法法理を合衆国最高裁判所の判例に焦点を当てて分析・整理する。

  第2章ではサイバースペース原理論が扱われる。原理論とは、国家や法域に区分されーずに存在し、かつ分散

型の特質を持っサイノくース＾きースに対して、トップダウン型の法令をそのまま遺用できるかI丶という点をめぐ

ってアメリカの法学界において論じられてきたものである。なかでも注目されるのが、サイバースペースに限

らず、人間の行動一般に対する「規制要素Gegulator)」として、「法J、咐全頻範」、「市場」、「アーキテクチ

ヤ(architecture)」の4っがあるとするLawrence Less．igの指摘である。

  本論文では、サイバースペースの「アーキテクチャ」を構☆尹る「コード(code）」と「法」はトレードオフ

の関係にあり、サイバースベースにおいては、「コード亅がソフイスティケートされ、それによる規制可能陸

が高まるのに伴って、「法」の役割は相対的に弱まっていくと論じられる。・

  第3章dま、これらの前提をふまえて、サイバースペースにおける上の3つの表現類型に対する司法上およ

び立法ヒの対応が検討される。これらの表現類型は、い柑しも憲法の閑埠功汲ぱないか、あるいは閑嘲聖度が

弱いと位置づけられてきたものであるが、サイバースペースにおいては、これらに・対する規制が現在の中´い的

課題となっており、また、その解決方策如伺・がサイバースペースの将来を大きく左右する可能性が高く、特に

りア′レスペースで瓊未な位置づけしかなされてこなかったアダルトコンテンツへの対攻勁ミ、サイバースペース

のあり方を大きく左右すると指摘されている。それは、嵳拐IJ的表現や名誉毀損的表現等と比べて、アダルトコ

シ テ ン ツ が コ ー ド に よ る 駲 が 有 う に 機 能 す る 司 能 性 が も っ と も 高 bヽ こ と に 基 づ く 。

  このような考慮に基づき、本章ではアメリカにおける3類型の表現行為に文ナする半lJ例および立法が、遣溯jの

みならず州についても網羅的かつ詳細に検討・整理され、とりわけサイバースペースにおけるアダルトコンテ

ンツの規制に関する司法審査では一貫して厳格審査が行われていることを解明している。続しヽてコードと法の

関係について以下のような指摘がなされる。すなわち、アダルトコンテンツに関してはフイルタリングなどの
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コードによる表現受領者の保護が相当程度期待できるのであり、それに反比例して法の役曹め端噺向される可能

性が高いのに対し、名誉毀損的表現に関してはコードによる規制が困難であり、これからも従来型の法による

規制カ畄兜く。麹8岶蝋に関しては、リアルスペースにおける多数馳まこのような規制カテゴリ自体を否定し

ているのであり、これを前提とする限り、法によってもコードによっても規制することはできなしヽ。ただし、

マイノリティ集団に属する個人の名誉感情等を規制根拠とすることが可能であるならぱ、名誉鍛損の場合と同

様に考えられるとされる。

  法に代わってコードによる繃釧が行われる場合、それが公権カによるときは裁糊折による憲法的コントロー

ルが行われるが、私的領域においてコードが用いられるときには、憲法の直接適用はなしヽ。しかし、Lessig

は、ここにおしヽてこそコード作成者による表現規制の危険性が高いというのである。これに対して本論文は、

私的卿或で用いられるのと同じコードが公的~貧でも用いられ、憲蝴コントロールを受けると考えられるほ

か、コードf'F~にかかる市場原哩などの間接的コントローッレの存在を指摘し、加えてJack Balkinが主張する

多層的フイルウリング・スキームがそれハザ汝救ゆーつの道を示していると主張する。同スキームによれば、

様々な政治的・思想的スタンスに立ったグンレープなどの多様な第三者による評価カ功ロわることなどによって、

従来のフイルタリングにおけるような単一の組織が単一の評価基準によって行う規制の問題が解消されると

いう。

  第4章 dま、日 本の闘童 ナる判 例.錨蟐が網鬮拘かつ詳細に検討され、続いて日米の蹴暫〒われる。日

本におけるi錨命の特徴は、アメリカと比較して憲法上の表現の自由からの謝論が顕著に欠如していることであ

る。しかし、日本国憲法21条は合衆国憲法第1修正を移瞳したものと考えるべきであるから、表現，の自由に

｜對する法理も原則として同じであるべきだとの主張がなされる。

儲緬の要旨）

  サイバースペースに関する憲法論について、高橋和之彰授は「技術が将来のシステム設計図を模索しながら

展開しつっある今のうちから、模索の考慮要素として表現の自由の要請を細み込むことが必要」なのであり、

「その検討を電子情報システムが基廟約メディアになってしまってから行うのでは遅すぎる」と指摘している

が、これまでの研究は性表現などの特定の分野についての合衆国判ea防吩顴や，リア′レスペースのそれを超え

ない理論分析に止まっていたのが実情である。このような中にあって、本論文は、規制要素として法のみなら

ずアーキテクチャも考慮するLessigの枠組を踏まえ、両要素の相対性を加味することによって法的規制の極

パイ匕の司継を表現類型ごとに解明するとともに、コードによる私的ヒンサーに伴う憲法外離I｜の危験を最

小fける方途も探るという独自の成果を収めている。本論文の特長は、このようなインターネットの特質を正

確に踏まえたJ彊覇r的吩析を行うとともに、関連［．する日米の半悔iJ・法冷を網羅的に.htrrし、そ．れらを理論嗣組

の中に位置づけているなど、この問~籏嚇鵄爵する先行業瞶が個別的・分劼拘であったのに比べて、包括的・

紹纖な研究たらんとしていることにあるといえよう。

  他方で、フイルタリングシステムを含むテクニカルな論述カ獣氓噺囃とであることや、判例の分析に繁簡の差

があること、日米間の半IMiJ・学説の懸隔を埋めるための考慮など、なお険討を要する問題を残していることも

指摘されなければならなbヽ 。

  これらの諸点を総合的に考慮した結果、本論文は憲法的鮒直の導入カ喫緊の要となっているサイバースベP

ス法の分野において、試論的ではあるカ淆カな方向を示し、今後の研究の着実な基礎を築しヽたものと認められ

るので、審査員全員一致-博士黼の学位を授与するに値すると判圻した
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